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災害時における情報通信の在り方に関する調査結果

総務省は、(株)三菱総合研究所に委託 し、東日本大震災の発災時から平成23年4月 末頃ま

でにおける被災者の方々の情報行動や1CTの 活用状況についてインタビュー調査を実施 し、

その結果を取りまとめましたので、公表 します。

1調 査の概要

(1)調 査対象者

岩手県宮古市 ・大槌町 ・釜石市 ・大船渡市 ・陸前高田市、宮城県気仙沼市 ・南三陸町 ・石巻

市 ・仙台市 ・名取市及び福島県南相馬市 ・いわき市で被災された方 ・ボランティア等の活動を

されている方:306件

(2)調 査方法

フェースシー トを事前配布し基本属性などを記入 ・回収。その上で各人へのインタビュー

調査を実施。

(3)調 査期間

平成23年9月 ～平成24年1月

2公 表資料

災害時における情報通信の在 り方に関する調査結果(概 要)(別 添1)

災害時における情報通信の在 り方に関する調査結果((株)三 菱総合研究所報告資料)(別 添2)

3調 査結果のポイン ト

災害時における情報通信の在 り方に関する調査結果の主なポイントは以下のとおり。

(1)震 災時に利用したメディアの評価(概 要P4)

震災発生時は即時性の高いラジオが評価。震災直後には双方向性を有する携帯電話 ・メール

と、地上テレビの評価が高まる。その後はインターネッ トの評価が高まる。

(2)情 報収集手段の変化(概 要P5)

発災直後や津波情報の収集では放送型ツール(ラ ジオ、テ レビ)の 利用率が高い。一方、被

災地でのインターネット利用は限定的であるが、先進ユーザの中では、Twitter等 を

活用 して、生活情報収集など即時性 ・地域性の高い情報収集を実現 しているとの指摘。

(3)メ デ ィア毎の傾向(概 要P6～P9)

・防災無線=防 災無線が聞 こえたとの回答 は41%。 そのうち津波の到来について防災無線か



ら情報を得たとする回答が66%に 達 しており、被災者の意識を避難行動へ と切 り替える

(初動を促す)重 要な役割との指摘。
・携帯電話=携 帯電話を身近に持っていた情報端末とする回答が9596に 達 しているが、震災

直後以降、輻較と物理的な損壊で長期間使用不能となり、安否確認も取れず、孤立状態にな

ってしまったことの影響が指摘。
・放送=ラ ジオやテレビ等の放送メディアへの依存は高 く、L字 画面 ・データ放送やコミュニ

ティ放送を用いた地域情報の提供についても評価。一方、生活情報など地域の細かい情報

については限界も指摘。
・インターネット=被 災地でのインターネッ ト利用は全体としては限定的であったが、震災直

後から避難後にかけて、先進ユーザを中心にインターネッ トを活用した安否確認や地域に密

着 した情報収集等が行われており、有効活用 した回答者の評価は高い。

(4)事 業継続(概 要P11～P13)

・ICT環 境 については、業務システム に被害 との回答が37%に 対 し、ネ ッ トワー クに被害

との回答が71%に 運す る。また、ASP・ クラウ ドの導入 については、 自治体 では検討

中 との回答が5096で あったのに対 し、企業は、主にセキ ュ リテ ィ面の懸念か ら21%に

とどまる。

・デー タ損失(一 部 ない し全部)に 至 った との回答が、病院 、学校 にお いて はそれ ぞれ2

7%、40%に 達す る。

(5)個 人情報の取 り扱い ・高齢者配慮(概 要P14～P15)
・個人情報の取り扱いについては、住民側では特に問題を感 じなかったとの回答が87%に 達

する一方、自治体側では具体的な運用で苦労 したとの回答が4696と 、意識に違いがみ ら

れる。
・情報伝達等に関する高齢者配慮については、特に工夫 していないとの回答が68%に 達す

る。

連絡先=情 報 通信国際戦略局

情報通信政策課情 報通信経済室

担 当=池 田課長補佐、岩沢主査

電 話=03-5253-5720

FAX:03-5253-6041



災害時における情報通信の在り方に関する調査結果（概要） 
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１. 調査概要 

１．調査の趣旨 

東日本大震災の発災時から４月末頃までにおける被災者の方々の情報行動やICTの活用状況について調査を実施した。
（株式会社三菱総合研究所への委託調査） 

２．調査の概要 

①調査対象者 

②調査方法 フェースシートを事前配布し基本属性などを記入・回収。その上で各人へのインタビュー調査を実施。 

 属性別調査対象者数 

３．回答者選定 

回答者の選定に当たっては、本調査の趣旨に則り、自治体職員を含む、ICTに一定の知識がある方、業務についてリー
ダー的地位にある方、団体の推薦等を有する方等を優先した。 

仙台市 

名取市 

南相馬市 

気仙沼市 

石巻市 

宮古市 

大槌町 

釜石市 

大船渡市 

南三陸町 

いわき市 

陸前高田市 

自治体 
震災 
対応 

自治体 
事業 
継続 

企業 
病院・ 
介護施

設 
学校 

農漁協 
商工会 

NPO・ 
ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
ｾﾝﾀｰ 

被災者 
リーダー 

避難所 
仮設 
住宅 

その他 合計 

35 16 71 39 33 35 23 19 19 12 4 306 

岩手県宮古市・大槌町・釜石市・大船渡市・陸前高田市、宮城県気仙沼市・南三陸町・石巻市・仙台市・名取市、
福島県南相馬市・いわき市で被災された方・ボランティア等の活動をされている方：306件 

 岩手県  岩手県：5件、宮古市：30件、大槌町：26件、釜石市：27件、大船渡市：18件、陸前高田市：11件   
 宮城県  宮城県：4件、気仙沼市：25件、南三陸町：21件、石巻市：31件、仙台市：25件、名取市：28件 
 福島県  福島県：2件、南相馬市：25件、いわき市：28件 

③調査期間 平成２３年９月～平成２４年１月 



２．調査実施地域 
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※1上段：復旧の早かった主要キャリア、下段：復旧の遅かった主要キャリア。＊印の日時はインタビュー調査に基づくもの。その他は岩手県提供資料に基づくもの。 
※2各市町村の第一庁舎（本庁舎）の被災状況。 
※3復興構想会議第3回検討部会資料。 

県 市町村 地理特性 

基本特性 被害状況 

総面積 
[km2] 

人口[人] 
(2010) 

高齢化
率[%] 
(2010) 

死者・ 
行方 

不明[人] 

推定浸水 
人口[人] 
(2011) 

携帯電話の 
通信障害※1 

停電復旧 
（市役所 
庁舎） 

庁舎の被害 
状況※2 

被災自治体の 
分類※3 

住民サービスへの 
影響 

岩
手
県 

宮古市 沿岸＋内陸 1,260 59,442 30.9 673 18,378 
3月16日 
3月22日 

3月26日頃* 半壊 
市街地被災・ 

機能低下(維持) 

本庁が浸水し、住民サービスの提供が停止。本
庁での再開は3/25。 

大槌町 沿岸部 201 15,277 32.4 1,563 11,915 
3月18日 
4月1日 

3月12日頃* 全壊 
全域被災・ 
機能麻痺 

津波により住民基本台帳のデータが喪失。町長
が亡くなり、行政機能が麻痺した。 

釜石市 沿岸部 441 39,578 34.8 1,302 13,164 
3月16日 
3月31日 

4月7日 地階浸水 
市街地被災・ 

機能低下(維持) 

庁舎主体部分は被害を免れたが、住民情報シス
テム用の端末に被害が発生。復旧まで1－2週間。 

大船渡市 沿岸部 323 40,703 30.9 514 19,073 
3月16日 
4月2日 

3月14日 被害なし 
市街地被災・ 

機能低下(維持) 

ライフラインの制約はあったが、本庁被害はなく、
行政機能が維持された。 

陸前高田町 沿岸部 232 23,302 34.9 1,973 16,640 
3月18日 
3月30日 

3月14日 全壊 
全域被災・ 
機能麻痺 

システム上のデータが全て消失。3/23に住基シ
ステムの仮運用を開始。 

宮
城
県 

気仙沼市 沿岸部 333 73,140 30.8 1,406 40,331 
3月18日* 
4月11日* 

4月* 一部損壊 
市街地被災・ 

機能低下(維持) 

本庁舎の通信網に被害はなかった。他の支所は
サービスが提供できなくなり、5/11に復旧した。 

南三陸町 沿岸部 164 17,431 30.1 980 14,389 
3月20日* 

4月* 
5月2日頃* 全壊 

全域被災・ 
機能麻痺 

重要書類などの原本とともにサーバー内のデー
タも喪失。 

石巻市 沿岸＋内陸 556 160,704 27.3 4,146 112,276 
3月14日* 
3月20日* 

3月20日頃* 被害なし 
沿岸被災・ 
機能低下 

サーバ等への被害はなかった。各支所との通信
網が途絶し、窓口業務が停止した。 

仙台市 沿岸＋内陸 784 1,045,903 18.6 739 29,962 
3月13日* 
3月18日* 

3月13日頃* 被害なし 
沿岸被災・ 
機能維持 

サーバの被害はなく、システム等は正常稼働して
いた。3/17からオンラインサービスを順次再開。 

名取市 沿岸部 100 73,494 19.1 1,001 12,155 
3月14日* 
3月20日* 

3月12日* 被害なし 
沿岸被災・ 
機能維持 

データ等への被害はなかった。データセンターと
の回線が途絶した。 

福
島
県 

南相馬市 沿岸＋内陸 399 70,895 26.6 673 13,377 
3月14日* 
3月18日* 

停電なし* 被害なし ー 
原子力発電所の事故の影響により多数の住民
が転出し、住民サービスの提供が困難になった。 

いわき市 沿岸＋内陸 1,231 342,198 25.1 349 32,520 
3月13日* 
3月25日* 

停電なし* 被害なし ー 
市の中心部は、地震の被害も大きくなく機材の損
傷や停電の被害もなかった。 



76.5% 
92.7% 

37.5% 
15.9% 

77.1% 
7.6% 

45.1% 
5.8% 

93.6% 
84.8% 

54.3% 
10.7% 

9.1% 
57.6% 

39.9% 
60.1% 

29.3% 
5.2% 

0.3% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

固定電話 
携帯電話 

うちワンセグ放送対応携帯電話 
うちスマートフォン 

パソコン（ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ,ﾉｰﾄ） 
うちテレビチューナー付パソコン 

FAX
タブレット型端末 

テレビ 
 地上波受信 

 衛星受信 
 ケーブル受信 
ワンセグテレビ 

ラジオ 
カー・ナビゲーション・システム 

カーラジオ 
カーテレビ 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄに接続できる家庭用ﾃﾚﾋﾞｹﾞｰﾑ機 
その他 

（複数回答） 

(N=328) 

73.5% 

67.4% 

16.8% 

5.8% 

8.2% 

3.4% 

6.7% 

17.7% 

18.0% 

30.2% 

7.0% 

5.2% 

10.7% 

10.7% 

2.1% 

5.5% 

22.3% 

15.9% 

11.3% 

17.1% 

14.0% 

3.7% 

4.9% 

18.0% 

57.0% 

43.3% 

47.0% 

42.4% 

0.6% 

4.3% 

21.0% 

11.0% 

15.5% 

2.7% 

3.7% 

8.5% 

14.3% 

11.0% 

11.0% 

10.7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

インターネット 

電子メール 

動画共有サイト 

Twitter

SNS

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ放送ｻｲﾄ 

位置情報サービス 

よく利用する たまに利用する ほとんど利用しない 
全く利用しない 知らない 無回答 

（N=328） 

３．回答者の基本属性とICT利用特性（フェースシート分析） 
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ICT機器の保有状況 インターネットサービスの利用状況 

 ICT機器の保有状況では、携帯電話、テレビ（地上波受信） 、パソコン、固定電話の保有率が特に高い。インターネット
サービスの利用状況では、インターネットと電子メールの利用率は高いが、その他サービスの利用率は限定的である。 

利用者は
限定的 

日常的に利用
の多いツール 

90.2% 9.8% 性別 

0% 20% 40% 60% 80% 100%
男 女 (N=328) 

回答者の基本属性（左：性別 右：年齢） 

3.4% 19.5% 25.9% 37.2% 11.3% 2.7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20代 30代 40代 50代 60代 70代以上 (N=328) 



0%

20%

40%

60%

80%
震災発生時 

震災直後 

4月末まで 

４．震災時に利用したメディアの評価（フェースシート分析） 
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震災発生時は即時性の高いラジオが評価され、震災直後には安否確認等を行うため双方向性を有する携帯電話・メールと、
映像を伴う地上テレビが評価されている。その後は、地域性の高い情報を収集可能なインターネットの評価が高まっている。 

震災時利用メディアの評価 

震災発生時には、AMラジオの評
価が最も高く（60.1％）、次いで
FMラジオが続いている。 

震災当初はラジオが唯一の情報入手手段で
あった。しかし、地域の被災状況などが分か
らず、津波被害がいかに大きかったのを知る
のも遅れた。誰が何をしているのか分からず
非常に不安になった。 

震災直後には、携帯電話、携帯メール、地上波放送の有用性に
対する評価が向上し、4月末には、携帯電話、携帯メール、地上
波放送の有用性がラジオを上回った。 

震災発生時から4月末に至る中で、行政機
関・報道機関のホームページや検索サイト等
に対する評価が向上している。 

電話・メール 放送 インターネット その他 

(N=328) 
 



0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%

発災直後(N=28) 津波の情報(N=18) 避難後の生活情報(N=32) 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

発災直後(N=223) 津波の情報(N=174) 避難後の生活情報(N=277) 
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５. 情報収集手段の変化（インタビューコメント分析） 

発災直後や津波情報の収集では、即時性の高い放送型ツールの利用率が高く、特にラジオとテレビは有用性が高い。一方、被
災地でのインターネット利用は限定的であるが、先進ユーザの中ではTwitter等を活用して、震災後の生活情報収集の口コミに
近い、即時性・地域性の高い情報収集を実現しており、ICTツールの活用の可否による情報格差が示唆される。 

また、発災直後の利用が高かったラジオでも4割強であり、複数の伝達経路による迅速な情報伝達の必要性が示唆される。 

情報収集手段の変化 

インターネット先進ユーザ※の情報収集手段の変化 

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%

実際に利用した手段(N=223) 最も役立った手段(N=129) 

発災直後の情報収集手段と評価 

利点 
テレビの情報では店に行くと終わっていたということがあったが、Twitter
を活用するとタイムリーに情報が得られた。 

欠点 
現地でTwitterを使用している人はほとんどおらず、情報が上がらなかっ
たため、Twitterを有効に活用することができなかった。 

Twitter活用の利点と欠点 

ラジオは情報を手に入れられたが、細かい
情報まで入ってこなかった。 

携帯電話は無線なので災害の時こそ使えると思っ
ていたが、全く使えずショックだった。 

※先進ユーザ：①フェースシートにおいて、TwitterあるいはSNSを「よく利用する」と回答したユーザ、あるいは②インタビューにおいて 

          震災直後から避難後の生活情報の収集においてTwitterあるいはSNSを利用したと回答したユーザと定義。 



６. 防災無線（インタビューコメント分析） 
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防災無線の情報は、被災者の意識を避難行動へと切り替える（初動を促す）重要な役割との認識が示されており、何よりも先
ず、個々の住民に対していち早く確実に情報を伝達可能な仕組み（システム及び情報伝達の内容も含む）が求められている。 

12.9% 

16.0% 

27.3% 

6.7% 

9.3% 

10.8% 

2.6% 

3.1% 

1.5% 

10.8% 

7.7% 

2.6% 

6.2% 

0% 10% 20% 30%

市民に確実に情報が伝わる手段 
（戸別防災無線等）の整備 

放送による地域情報の提供 

ライフラインの1つとしての 
携帯電話の重要性 

代替・補完手段としての 
衛星電話の必要性 

通信手段（特に携帯電話）を 
確保するための電源の重要性 

通信インフラの可用性、 
信頼性、冗長性等の確保 

通信手段の迅速な復旧・整備 

情報の正確性、情報配信 
方法の多様性の確保 

情報の集約、一元管理化 

インターネットの効用 

インターネットの課題 

紙媒体の活用 

ライフランとしての電源確保 
の重要性等 (N=194) 

ICT環境等に関する具体的な要望やニーズ 

防災無線 

放送 

通信 
インフラ 

インターネット 

その他 

【防災無線】 
 防災無線の整備が重要である。メールとかインターネットを見られない人向けの情

報提供方法が必要である。防災無線は各世帯までいかなくても、隅々まであれば
よかったのにと思う。 

 1家に1台防災無線があれば、情報伝達は楽だったのではないか。情報通信という
ことでは、パソコンを起動してブラウザを立ち上げるとのはハードルが高い。タブ
レット端末等で直感的にわかるようにしたり、デジタルフォトフレームのようなものに
情報が直接表示されるようなものなら使えるのではないか。 

 防災無線について、「固定局」はやめるべきである。固定局で最後まで放送をして、
多くの人が命を失っている。移動できるようにすることで、本当に危険な場合は別
の場所から放送できるような仕組みにすべきである。 

 ラジオの情報はあったが、地元の防災無線が切れたのが困った。携帯も役に立た
ない。こういう時こそ、役に立ってほしいのだが。最初ラジオでは3mと言っていた。
それで安心してしまった人も多いと思う。神社まで逃げてきた人は助かったが、来
なかった人はそのままになった。 

ICT環境に関する具体的な要望やニーズ 

41.3% 

57.1% 

1.7% 

聞こえた 聞こえなかった DK/NA

(N=303) 

防災無線による情報収集の可否 防災無線から得られた情報 

 近辺に防災無線が
なく聞こえなかった。 

 聞こえた気がする
が耳に入らなかっ
た。 

12.8% 

65.6% 

24.0% 

6.4% 

0% 20% 40% 60% 80%

地震発生 

津波到来 

津波の高さ 

その他 

(N=125) 
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回答者の９５．１％が携帯電話を持って避難しているが、特に震災直後以降、輻輳と物理的な損壊で長期間使用不能とな
り、安否確認も取れず、孤立状態になってしまったことの影響の大きさが指摘されている。 

携帯電話は、身近に持っていた情報端末として評価が高く、音声通話、電子メール、ショートメッセージ、ワンセグ等の多様
な機能が搭載されている特性を生かし、どのような状態でも緊急時の情報が伝達できるような機能面での重層性や、電源
確保の重要性が指摘されている。 

95.1% 

2.5% 

13.0% 
20.4% 

1.2% 4.3% 
12.3% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

(N=162) 

【ライフラインの1つとしての携帯電話の重要性】 
 現在は携帯で連絡するのが当たり前になっており、それがなく

なると、とにかく大変になる。 
 携帯が何とか使えたら良かったのにとは思う。持って歩ける

ツールは携帯くらいで、つながれば、仮に通話はできなくても、
メールやSNSとかはできる 

 携帯電話は無線なので災害の時こそ使えると思っていたが、
全く使えずショックだった。 

【情報通信手段（特に携帯電話）を確保するための電源の重要性】 
 携帯電話については、電源の確保に困った。家にソーラー発電

をとりつけていたため、それを使って充電を行ったり、車で充電
を行ったりしていた。 

 電源を無駄にしないようにワンセグも使わなかった。情報の入
手手段は、電気が回復しないとだめ。スマートフォンもずっとは
つかえない。充電しないといけないし。一番は電源。 
 

身近に持っていた情報端末と具体的な要望やニーズ 

12.9% 

16.0% 

27.3% 

6.7% 

9.3% 

10.8% 

2.6% 

3.1% 

1.5% 

10.8% 

7.7% 

2.6% 

6.2% 

0% 10% 20% 30%

市民に確実に情報が伝わる手段 
（戸別防災無線等）の整備 

放送による地域情報の提供 

ライフラインの1つとしての 
携帯電話の重要性 

代替・補完手段としての 
衛星電話の必要性 

通信手段（特に携帯電話）を 
確保するための電源の重要性 

通信インフラの可用性、 
信頼性、冗長性等の確保 

通信手段の迅速な復旧・整備 

情報の正確性、情報配信 
方法の多様性の確保 

情報の集約、一元管理化 

インターネットの効用 

インターネットの課題 

紙媒体の活用 

ライフランとしての電源確保 
の重要性等 (N=194) 

ICT環境等に関する具体的な要望やニーズ 

防災無線 

放送 

通信 
インフラ 

インターネット 

その他 
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８．地域密着情報の収集 （１）放送（インタビューコメント分析） 

 ラジオやテレビ等の放送メディアに依存する利用者は多く、L字画面・データ放送やコミュニティ放送を用いた地域情報の提
供についても評価している。一方、生活情報など地域の細かい情報を確実に提供する手段としては限界も指摘されている。 

 ラジオやテレビでは実現できない即時性・地域性の高い情報収集を、Twitter等を使って実現した事例もあるが、より幅広い
住民に地域密着情報を提供する上では、放送を使用した細かい地域情報提供の必要性が示唆される。 

12.9% 

16.0% 

27.3% 

6.7% 

9.3% 

10.8% 

2.6% 

3.1% 

1.5% 

10.8% 

7.7% 

2.6% 

6.2% 

0% 10% 20% 30%

市民に確実に情報が伝わる手段 
（戸別防災無線等）の整備 

放送による地域情報の提供 

ライフラインの1つとしての 
携帯電話の重要性 

代替・補完手段としての 
衛星電話の必要性 

通信手段（特に携帯電話）を 
確保するための電源の重要性 

通信インフラの可用性、 
信頼性、冗長性等の確保 

通信手段の迅速な復旧・整備 

情報の正確性、情報配信 
方法の多様性の確保 

情報の集約、一元管理化 

インターネットの効用 

インターネットの課題 

紙媒体の活用 

ライフランとしての電源確保 
の重要性等 (N=194) 

ICT環境等に関する具体的な要望やニーズ 

防災無線 

放送 

通信 
インフラ 

インターネット 

その他 

臨時災害放送局の設置（自治体） 

【放送による地域情報に関する提供ニーズ】 
 ラジオは情報を手に入れられたが、細かい情報まで入ってこなかった。 
 ラジオでも周辺の状況はつかめず、情報がわからない状況では不安になることが

分かった。 
 テレビから地域の情報が得られるといい。どこで何を配っているかなどの情報は、

高齢者や１人暮らしの人など地元の被災者に届かない。 
 町内の情報収集の難しさを改善するため、限られた地域でのコミュニティFMができ

ないか考えている。 
 市民に確実に情報が伝わる手段が欲しい。災害FMがひとつの有効なツールだろう

が、出力が制限されている。 

75.0% 

25.0% 

設置あり 設置なし 

(N=12)  立上げのきっかけは、テレビ、防災無線、
広報車のみが発信手段で情報がない
状態であったため、災害対策本部が決
定した。 

 市から情報が提供しにくい、営業してい
る店舗、物資の販売状況等を放送。 

 避難所にいない人は情報を受け取りに
くく、広報も頻度が少ないので、自宅に
いる方等に伝える手段として利用した。 

 インターネットによるストリーミング配信
やユーストリームでも放送している。災
害FMが立ち上がった時に、市外に住ん
でいる人達にも情報を発信したかった。 
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８．地域密着情報の収集 （２）インターネット（インタビューコメント分析） 

震災直後の携帯電話の音声通話やメールが使えない状況から避難後にかけて、先進ユーザを中心にインターネットを活
用した安否確認や地域に密着した情報収集等が行われている。また、自治体やNPOボランティアではインターネットの利
用が進んでいる。被災地でのインターネット利用は全体としては限定的であったが、特に生活情報を中心に有効に活用し
た回答者の評価は高く、被災地の情報提供ツールとしての可能性が示唆される。 

12.9% 

16.0% 

27.3% 

6.7% 

9.3% 

10.8% 

2.6% 

3.1% 

1.5% 

10.8% 

7.7% 

2.6% 

6.2% 

0% 10% 20% 30%

市民に確実に情報が伝わる手段 
（戸別防災無線等）の整備 

放送による地域情報の提供 

ライフラインの1つとしての 
携帯電話の重要性 

代替・補完手段としての 
衛星電話の必要性 

通信手段（特に携帯電話）を 
確保するための電源の重要性 

通信インフラの可用性、 
信頼性、冗長性等の確保 

通信手段の迅速な復旧・整備 

情報の正確性、情報配信 
方法の多様性の確保 

情報の集約、一元管理化 

インターネットの効用 

インターネットの課題 

紙媒体の活用 

ライフランとしての電源確保 
の重要性等 (N=194) 

ICT環境等に関する具体的な要望やニーズ 

防災無線 

放送 

通信 
インフラ 

インターネット 

その他 

属性別のインターネット活用状況 

【インターネットの効用】 
 報道機関が入ってこなかったためYouTube等の情報が役立った。 
 地域の情報を収集するのにTwitterの地域のbotが役に立った。 
 SNS、Twitterを使って、地元の知り合いと浅く情報交換をしていた。これで最低

限の情報を得た。 
 TwitterやFacebookの書き込みを見て、友人の安否を知ることができた。携帯電

話は通話、メールともに使用できなかった。 
 メール・電話よりも連絡が取りづらい初期にmixi（携帯インターネット）を通じて確

認した。 
 Twitter(SNS) は情報受発信において有効だったと思う。利用が手軽な分、情報

精査は必要になるが。自治体毎に、行政が発信している情報とは別に、市民目
線主体の情報発信ポータルがあればよかったのにとは思う。ただし、利用できる
人は限定されると思う。 

84.0% 

78.6% 

40.6% 

37.5% 

25.0% 

21.1% 

16.0% 

21.4% 

59.4% 

62.5% 

75.0% 

78.9% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

NPO・ボランティア(N=25) 

自治体(N=14) 

農漁協商工会(N=32) 

避難所(N=16) 

仮設住宅(N=12) 

被災者リーダー(N=19) 

活用あり 活用なし 



９．通信インフラ及び電力（インタビューコメント分析） 
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 ライフラインとしての電源確保と同程度かそれ以上に、通信インフラの可用性、信頼性、冗長性等の確保について指摘し
ている回答者が多く、緊急時にトラヒック制御を効果的に行い、輻輳を抑制し、被災地域のコミュニケーションを確保する通
信インフラの実現への期待が示されている。 

12.9% 

16.0% 

27.3% 

6.7% 

9.3% 

10.8% 

2.6% 

3.1% 

1.5% 

10.8% 

7.7% 

2.6% 

6.2% 

0% 10% 20% 30%

市民に確実に情報が伝わる手段 
（戸別防災無線等）の整備 

放送による地域情報の提供 

ライフラインの1つとしての 
携帯電話の重要性 

代替・補完手段としての 
衛星電話の必要性 

通信手段（特に携帯電話）を 
確保するための電源の重要性 

通信インフラの可用性、 
信頼性、冗長性等の確保 

通信手段の迅速な復旧・整備 

情報の正確性、情報配信 
方法の多様性の確保 

情報の集約、一元管理化 

インターネットの効用 

インターネットの課題 

紙媒体の活用 

ライフランとしての電源確保 
の重要性等 (N=194) 

ICT環境等に関する具体的な要望やニーズ 

防災無線 

放送 

通信 
インフラ 

インターネット 

その他 

【通信インフラの可用性、信頼性、冗長性等の確保】 
 災害時も想定した情報通信手段を考えてもらう必要がある。携帯が普及して非

常時に混み合い繋がらなかった。安否確認に大変な思いをした。 
 回線がパンクしないインターネットがあると良い。停電でも非常用電源によって

機器は動いていたはずだが、つながらなかった。 
 外部の地域からの余分な通信はいらない、むしろ遮断して欲しい。 
 いつもの連絡手段が全く使えなくては意味がないのでは。 
 被災地側から電話を掛けられるようにしないと駄目。全国から掛かってくるから

混む。こちらから掛けるのなら台数が少ないので混まないはず。 
 
【通信手段の迅速な復旧・整備】 
 通信事業者は、災害時の素早い対応も使命であると認識し、備えをして欲しい。 
 復旧までの時間を極力短くする努力をして欲しい。 

【ライフラインとしての電源確保の重要性等】 
 避難所にいるときは停電で何も使えない。電気が使えることが先決。 
 電気のありがたさを感じた。 
 会社関係者が、太陽光パネルなどの充電機器を持ってきてくれた。電気もなに

もないときに重要と感じた。 
 



52.6% 

55.6% 

68.9% 

30.4% 

47.4% 

44.4% 

31.1% 

69.6% 

0% 50% 100%

合計(N=114) 

自治体(N=9) 

企業(N=59) 

その他(N=46) 

影響あり 影響なし 

１０．事業継続 （１）（インタビューコメント分析） 
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震災及び津波によるICT環境に係る被害については、データ損失や業務システムの被害に比べて、ネットワークの被害が
大きいとの回答が多い。業務システムに比べるとネットワークに関するバックアップ対策への対応が少なく、特に被災地の
企業の８０．０％は対策をしておらず、被害発生による業務への影響についても自治体に比べると大きい。 

33.1% 

30.0% 

25.8% 

40.0% 

36.8% 

71.4% 

66.9% 

70.0% 

74.2% 

60.0% 

63.2% 

28.6% 

0% 50% 100%

合計(N=151) 

自治体(N=10) 

企業(N=66) 

その他(N=75) 

合計(N=38) 

合計(N=42) 

被害あり 被害なし 

データ 
被害 
（損失） 

業務 
システム 
被害 

ネット 
ワーク 
被害 

62.8% 

80.0% 

58.7% 

26.6% 

50.0% 

20.0% 

37.2% 

20.0% 

41.3% 

73.4% 

50.0% 

80.0% 

0% 50% 100%

合計(N=78) 

自治体(N=15) 

企業(N=63) 

合計(N=64) 

自治体(N=14) 

企業(N=50) 

対策あり 対策なし 

業務 
システム 
（データ） 
対策 

ネット 
ワーク 
対策 

ICT環境に係る被害の実態 バックアップ対策の取組実態 被害発生による業務への影響 

【企業】 
 通信環境が5月まで戻らなかった。 
 停電により社内PCや通信サービスが使え

ず顧客とのやり取りに支障が発生した。 
 仕入れの情報などがわからなくなった。 
 回線が切れたため、必要な情報をサーバ

から取得出来なかった。 



23.8% 

34.5% 

8.9% 

12.1% 

31.3% 

69.2% 

25.5% 

16.7% 

18.3% 

50.0% 

21.3% 

8.5% 

15.6% 

16.7% 

15.2% 

22.5% 

23.1% 

20.0% 

33.3% 

27.9% 

30.0% 

31.9% 

23.4% 

26.7% 

50.0% 

18.2% 

22.5% 

7.7% 

20.0% 

50.0% 

53.8% 

20.0% 

46.8% 

68.1% 

48.9% 

33.3% 

54.5% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(N=80) 

自治体(N=13) 

企業(N=55) 

その他(N=12) 

合計(N=104) 

自治体(N=10) 

企業(N=47) 

その他(N=47) 

合計(N=45) 

自治体(N=12) 

企業(N=33) 

既導入済み 必要/詳細検討中 

必要/具体的検討なし 未検討/必要なし 

１０．事業継続 （２）（インタビューコメント分析） 
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バック 
アップ 

ASP・ 
クラウド 

ネット 
ワーク 
冗長化 

今後のICT環境に関するニーズ 

自治体においてバックアップ、ASP・クラウド、ネットワーク冗長化の必要性を指摘する比率が高い。企業でもクラウドの利
用について過半数がその必要性を指摘しつつも、主にセキュリティ面における懸念から具体的検討に至る比率は２割強に
とどまる。 

企業におけるクラウド利用の利点と課題 

【利点】 
 今回の経験を生かし、全てクラウドに移行することを検討している。セ

キュリティ面での不安要素はあるが、どのような技術にでも伴うリスクで
ある。リスクを見極めたうえで利用することが重要だと思っている。 

 今回安全だと思って装備していたバックアップの場所も津波の被害を受
けて流されてしまった。クラウド上での情報管理は必要である。 

 既にクライアントにデータを持つことを禁止していて、ネットワークサーバ
に持たせている。他拠点との間で持ち合いをしている。クラウドの利用は、
それを更にデータセンターまであげるかどうかというところだろう。 
 

【課題】 
 セキュリティの面からクラウドについては不安の方が大きい。自分達では

監視できない。国内にサーバがあっても今後は安全とは言い切れない気
がする。 

 通信設備の被災はなかったが、停電の3日間、回線回復はその後さらに
6日間かかったのでデータにアクセスできなくなる懸念がある。 

 クラウドを使うときの課題として、個人情報がある。そのままでは入れら
れないと思っている。クラウドは全部のポートが本当にしまっているかわ
からない。自分のサーバはチェックできる。クラウドは仮想化されるから、
追えない部分がある。クラウドを運用する会社をどこまで信頼できるのか
が問題である。 



１０．事業継続 （３）病院・学校等（インタビューコメント分析） 
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病院、学校においては、データ損失に至った比率がそれぞれ約３割、４割に達している。 
電子カルテやレセプトコンピュータ等を導入している病院では、相当程度消失したとの回答が複数あり、校務システムを導

入している学校では、全てのデータが水没により失われたとの回答もあった。 
また、震災で利用できなかったシステムとして、病院において衛星電話の使い方が分からなかったとの回答など、緊急時

のシステム利用の事前準備の必要性について指摘されている。 

27.3% 

40.0% 

60.0% 

33.3% 

72.7% 

60.0% 

40.0% 

66.7% 

0% 50% 100%

病院(N=11) 

学校(N=30) 

病院(N=15) 

学校(N=24) 

あり なし 

データ 
損失 

利用でき
なかった
業務シス
テム 

病院及び学校での震災によるデータ損失及び利用できなかった業務システム 

データ損失 病院 • カルテは水浸しになってしまって、見つからないものもある。USBは落
ちてしまってデータは駄目になってしまった。 

• レセプトコンピュータや電子カルテにしていたもので、バックアップをし
ていなかったものは回収できなかった。 

• カルテ（紙）もレセプトデータも全て消失。ただしレセプトデータは中央
に送ったデータと照合して一部回復した。 

学校 • 役場に設置されていたファイルサーバに保管してあったデータ（成績
管理等）が、ファイルサーバの流出によって失われた 

• 全てのデータが水没により失われた。通常なら教育委員会が学校の
データのバックアップを取ってくれるのだが、電子黒板対応の学校独
自データまでは対応してくれないので、全てのデータが失われた。 

利用できな
かった業務
システム 

病院 • 衛星電話があったが、使い方がわからなかった。 
• 発災後、病院屋上に避難した後に衛星携帯電話を何回かトライしたが

繋がらなかった。 
• 県は薬の調達ルールを、普段の情報系であるイントラネットで通達し

たが、こちらはイントラネットを受信できる環境になかったため、その通
知が届かなかった。 

学校 • 教育委員会にメールサーバを置いたメールシステムが昨年から導入さ
れたが、教育委員会のサーバが被災したため使えなくなった。 

• 職員室が1階にあり、校務システムが津波で全て水没した。 



１１．個人情報の取り扱い（インタビューコメント分析） 
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個人情報の取り扱いに関する評価とコメント 

具体的な内容 

住民 • 親戚で携帯を持っていない人がいたので安否を市に問い合わせ
たが、個人情報等の関係もあったのか教えてもらえなかった。 

• 個人情報を出さないことが問題だった。自治会から自治体に近隣
住民の情報が知りたいと依頼しても、仮設住宅について自治体が
情報を出さない。高齢者が独りでいるとかはなかなかわからない。 

• 避難所の個人情報等が未だに開示されている状態になっている。
Twitterで物資の集積募集した情報も未だに残っている。 

• 命を守ることが第一であり、個人情報保護はその後で考えること。
命を守るためなら、個人情報はしっかり提供すべきである。 

自治体 • 情報を集めるときに個人情報をどこまで公開するか、正確に番地
まで出すかなど躊躇した。 

• 病院の入院患者の情報は病院が公開してくれずなかなか入手で
きなかったため、搬送時の情報をもとに掲載した。 

• 一時期、行政のホームページで安否情報を公開していたが、個人
情報保護の観点から中止し、問合せがあった場合、本人の承諾
を得てから照会元に通知するようにした。 

• ルールにどこまで対応すべきか迷う場面があったが、大規模災害
時等の特別ルールに従うことにした。一定期間後は、通常のルー
ルに戻した。 

• 掲示板に情報を貼り出したが、個人情報の問題などはなかった。 

45.5% 54.5% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自治体(N=11) 

個人情報の収集・開示等の具体的な運用で苦労した 
個人情報の取り扱いに特に問題を感じなかった 

5.1% 8.2% 86.7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住民(N=240) 

個人情報が不要に開示されている 

親族等の個人情報が開示されなかった 

個人情報の取り扱いに特に問題を感じなかった 

今般の震災時における個人情報の取り扱いについて、住民側では特に問題を感じなかったとの回答が８６．７％に達する。
一方、自治体側では４５．５％が、個人情報の収集・開示等の具体的な運用で苦労したと回答しており、意識に違いが見ら
れる。震災等の緊急時における個人情報の取り扱いについて、迅速な対応の実施と行政業務の円滑化の観点から、具体
的な運用面のルールや基準等の整理の必要性が示唆される。 



１２．高齢者配慮（インタビューコメント分析） 
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情報伝達等に関する高齢者配慮については、特に工夫をしていないが過半数（６７．７％）を占めている。実際に行われた
高齢者配慮の工夫としては、紙による配布２２．２％、読み聞かせの実施１１．１％、複数の手段を使った情報提供８．４％
であり、高齢者に望ましいICT環境については、操作が容易な携帯電話、サイネージ、タブレット端末等が指摘されている。 

22.2% 

11.1% 8.1% 
4.0% 

14.1% 

67.7% 

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%
N=99 

高齢者配慮の工夫と具体例 

【紙による配布】 
 高齢者の多い避難所では、必ず紙による情報の配布を行った。避難所に

は情報が入るが、個人で避難する人には全く情報が入らないという苦情が
かなりあった。そういう人達には紙で送るのが望ましいという判断である。 

【複数の手段を使った情報提供】 
 市外の避難者に広報誌、災害等の参考・関係資料を束ねてメール便で月

2回送付している。ホームページでも同じ情報を提供している。さいがいFM
とエリア限定放送サービスと連携して情報発信を行っている。 

【その他】 
 集会所に、インターネット回線環境を整備してており、そこに健康チェック

（医師、看護師と相談）ができるテレビ電話を入れてくれた。 

【高齢者に望ましいICT環境】 
 高齢者でも扱えるワンタッチボタンのもので、GPS機能がついており、「生

きてます」ボタンを押して安否を報告できる携帯端末があればよい。 
 デジタルサイネージのような、情報を流しっぱなしのものがあれば良い。 
 タブレット的なものでないといけない。また、文字とかを読み上げてくれるよ

うなタイプでないと、難しいのではないか。必要な情報が強制的にポップ
アップされるようなものでないと、使われないのではないか。 
 

高齢者に望ましいICT環境に対する意見 
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災害時における情報通信の在り方に関する調査結果 
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Ⅰ. 調査の全体像 

Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 
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１. 調査概要 

１．調査の趣旨 

東日本大震災の発災時から４月末頃までにおける被災者の方々の情報行動やICTの活用状況についてインタビュー調査を
実施した。特に①情報発信や共有におけるインターネット利用の有効性、②業務の早期再開や継続性維持に対するICTの
有効性、そして③ICT利用環境の需給マッチングの実態の3点に関する調査を行った。 

２．調査の概要 

①調査対象者（2012年1月31日時点） 

岩手県宮古市・ 大槌町・釜石市・大船渡市・陸前高田市、宮城県気仙沼市・南三陸町・石巻市・仙台市・名取市、
福島県南相馬市・いわき市で被災された方・ボランティア等の活動をされている方：306件 

②調査方法 
アンケート形式の「フェースシート」(本編Ⅱにおいて回答を集計）を事前に配布し基本属性等について回答してもら
い、各人へのインタビュー調査を実施した。インタビューでは、回答者全員に共通して質問する「共通質問」 (本編
Ⅲにおいて回答を集計）と、回答者の職業や属性等に応じて質問する「属性別質問」 (本編Ⅳにおいて回答を集
計）の2種類の質問を行った。 

３．回答者選定 

回答者の選定に当たっては、本調査の趣旨に則り、自治体職員を含む、ICTに一定の知識がある方、業務についてリー
ダー的地位にある方、団体の推薦等を有する方等を優先した。 

③調査期間 

平成２３年９月～平成２４年１月 
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２. 調査実施対象（１） 

Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 

岩手県 宮城県 福島県 

今回調査対象地域 

宮古市 

大槌町 

釜石市 

大船渡市 

陸前高田市 

気仙沼市 

石巻市 

仙台市 

名取市 

南三陸町 南相馬市 

いわき市 

自治体 
震災対応 

自治体 
事業継続 

企業 
病院・ 

福祉施設 
学校 

農漁協 
商工会 

NPO・ 
ボランティ
アセンター 

被災者 
リーダー 

避難所 
仮設 
住宅 

他 合計 

35 16 71 39 33 35 23 19 19 12 4 306 

調査対象地域 

属性別調査対象者数 

 岩手県  岩手県：5件、宮古市：30件、大槌町：26件、釜石市：27件、大船渡市：18件、陸前高田市：11件   
 宮城県  宮城県：4件、気仙沼市：25件、南三陸町：21件、石巻市：31件、仙台市：25件、名取市：28件 
 福島県  福島県：2件、南相馬市：25件、いわき市：28件 



6 

２. 調査実施対象（２） 

Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 

質問票の種類と回答者の分類 

質問票 回答者 

フェースシート 全員 

共通質問 全員 

属性別質問 

自治体震災対応 自治体の震災対応関係部署の担当者 

自治体事業継続 自治体の情報企画部署の担当者 

企業 調査対象地域に事業所または工場がある企業の経営者、従業員 

病院・福祉施設 病院、診療所、福祉施設の医師、経営者、事務職員、介護職員 

学校 幼稚園、小学校、中学校の学校長・教員 

農漁協商工会 農業協同組合、漁業協同組合、商工会議所等各種団体の担当者 

ＮＰＯ・ボランティアセンター NPO、ボランティア参加者、ボランティアセンター職員 

被災者リーダー 自治会や消防団等の地域組織のリーダー的存在の方、地域の情報発信を行った方 

避難所 避難所（公立施設・民間施設）の運営・管理担当者、自治体の避難所運営部署の担当者 

仮設住宅 仮設住宅の企画・管理担当者、自治体の仮設住宅担当部署の担当者 
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３. 調査実施地域の概況（１） 

Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 

調査実施地域の東日本大震災発災以前の基本データは下記の通りである。 
調査実施地域では、仙台市、名取市を除き高齢化率が全国平均の23.1%を超えている。※１ 

県 市町村 地理特性 

面積 人口構成 就業構造 公共施設等 

総面積 
[km2] 

可住地 
面積 
[km2] 

人口[人] 
(2010) 

高齢化率 
[%] 

(2010) 

人口 
増減率 

[%] 
(2010) 

世帯数 
[世帯] 
(2010） 

従業者数 
[人] 

（2009） 

第１次産業 
従業率[%] 

(2009） 

農業就業 
人 口 
[人] 

(2005) 

漁業 
就業者数

[人] 
(2005) 

小中校数 
[校] 

(2009) 

災害 
拠点 
病院 

一  般 
病院数 
[施設] 
(2008） 

岩
手
県 

宮古市 沿岸＋内陸 1,260 117 59,442 30.9 -6.54 22,509 24,240 3.7 2,133 2,048 39 ○ 2 

大槌町 沿岸部 201 24 15,277 32.4 -7.51 5,689 5,316 2.4 388 437 8 1 

釜石市 沿岸部 441 52 39,578 34.8 -7.94 16,094 18,679 1.7 469 1,554 17 ○ 4 

大船渡市 沿岸部 323 59 40,703 30.9 -5.99 14,819 19,580 2.7 748 1,874 22 ○ 1 

陸前高田町 沿岸部 232 45 23,302 34.9 -5.70 7,785 7,740 3.0 1,483 907 18 2 

宮
城
県 

気仙沼市 沿岸部 333 93 73,140 30.8 -.5.80 25,457 33,628 2.4 2,669 2,166 34 ○ 4 

南三陸町 沿岸部 164 37 17,431 30.1 -6.52 5,295 6,349 3.4 982 1,500 8 1 

石巻市 沿岸＋内陸 556 242 160,704 27.3 -3.88 57,871 71,512 1.9 7,690 3,363 66 ○ 7 

仙台市 沿岸＋内陸 784 339 1,045,903 18.6 2.03 465,260 581,755 0.1 6,873 61 202 ○ 50 

名取市 沿岸部 100 71 73,494 19.1 6.51 25,124 31,395 0.1 2,973 47 16 2 

福
島
県 

南相馬市 沿岸＋内陸 399 341 70,895 26.6 -2.69 128,722 153,635 0.9 8,917 761 123 ○ 23 

いわき市 沿岸＋内陸 1,231 182 342,198 25.1 -3.45 23,640 30,629 1.6 5,756 110 22 ○ 6 

※1「平成23年版 高齢社会白書」2010年10月1日現在。 
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３. 調査実施地域の概況（２） 

Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 

大震災とそれに続く大津波により、電力供給が長時間途絶し、主要な情報通信インフラも使用不可能となった。また、住民
サービスを提供する機能が長期間にわたって消失あるいは麻痺した地域も存在した。 

県 市町村 

被害状況 

死者・行方 
不明[人] 

推定浸水 
人口[人] 

全壊住家数 
[棟] 

携帯電話の 
通信障害※1 

停電復旧 
（本庁舎） 

庁舎の被害 
状況※2 

被災自治体の 
分類※3 

住民サービスへの 
影響 

岩
手
県 

宮古市 673 18,378 3,669 
3月16日 
3月22日 

3月26日頃* 半壊 
市街地被災・ 

機能低下(維持) 
本庁舎が浸水し、住民サービスの提供が停止。
本庁舎での再開は3/25。 

大槌町 1,563 11,915 3,092 
3月18日 
4月1日 

3月12日頃* 全壊 
全域被災・ 
機能麻痺 

津波により住民基本台帳のデータが喪失。町長
が亡くなり、行政機能が麻痺した。 

釜石市 1,302 13,164 2,954 
3月16日 
3月31日 

4月7日 地階浸水 
市街地被災・ 

機能低下(維持) 

本庁舎主体部分は被害を免れたが、住民情報シ
ステム用端末に被害が発生。復旧まで1－2週間。 

大船渡市 514 19,073 3,629 
3月16日 
4月2日 

3月14日 被害なし 
市街地被災・ 

機能低下(維持) 

ライフラインの制約はあったが、本庁舎に被害は
なく、行政機能が維持された。 

陸前高田町 1,973 16,640 3,159 
3月18日 
3月30日 

3月14日 全壊 
全域被災・ 
機能麻痺 

システム上のデータが全て消失。3/23に住基シス
テムの仮運用を開始。 

宮
城
県 

気仙沼市 1,406 40,331 8,486 
3月18日* 
4月11日* 

4月* 一部損壊 
市街地被災・ 

機能低下(維持) 

本庁舎の通信網に被害はなかった。他の支所は
サービスが提供できなくなり、5/11に復旧した。 

南三陸町 980 14,389 3,142 
3月20日* 

4月* 
5月2日頃* 全壊 

全域被災・ 
機能麻痺 

重要書類などの原本とともにサーバー内のデータ
も喪失。 

石巻市 4,146 112,276 22,357 
3月14日* 
3月20日* 

3月20日頃* 被害なし 
沿岸被災・ 
機能低下 

サーバ等への被害はなかった。各支所との通信
網が途絶し、窓口業務が停止した。 

仙台市 739 29,962 28,702 
3月13日* 
3月18日* 

3月13日頃* 被害なし 
沿岸被災・ 
機能維持 

サーバの被害はなく、システム等は正常稼働して
いた。3/17からオンラインサービスを順次再開。 

名取市 1,001 12,155 2,806 
3月14日* 
3月20日* 

3月12日* 被害なし 
沿岸被災・ 
機能維持 

データ等への被害はなかった。データセンターと
の回線が途絶した。 

福
島
県 

南相馬市 673 13,377 7,611 
3月14日* 
3月18日* 

停電なし* 被害なし ー 
原子力発電所の事故の影響により多数の住民が
転出し、住民サービスの提供が困難になった。 

いわき市 349 32,520 5,432 
3月13日* 
3月25日* 

停電なし* 被害なし ー 
市の中心部は、地震の被害も大きくなく機材の損
傷や停電の被害もなかった。 

※1上段：復旧の早かった主要キャリア、下段：復旧の遅かった主要キャリア。＊印の日時はインタビュー調査に基づくもの。その他は岩手県提供資料に基づくもの。 
※2各市町村の第一庁舎（本庁舎）の被災状況。  ※3復興構想会議第3回検討部会資料。 



４. 調査実施地域の浸水状況 

Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 
出典：総務省統計局（http://www.stat.go.jp/info/shinsai/） 



回答者属性 

Ⅱ. フェースシート集計結果 

Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 
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１．回答者の基本属性 

Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 

性別 年齢 職業 

回答者の基本属性として、性別、年齢、職業、家族人数及び家族構成に関する情報を以下に示す。 
 

家族人数 

家族構成の特徴 

90.2% 

9.8% 

男 女 

N=328 
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76.5% 

92.7% 

37.5% 

15.9% 

77.1% 

7.6% 

45.1% 

5.8% 

93.6% 

84.8% 

54.3% 

10.7% 

9.1% 

57.6% 

39.9% 

60.1% 

29.3% 

5.2% 

0.3% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

固定電話 

携帯電話 

うちワンセグ放送対応携帯電話 

うちスマートフォン 

パソコン（ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟ,ﾉｰﾄ） 

うちテレビチューナー付パソコン 

FAX

タブレット型端末 

テレビ 

 地上波受信 

 衛星受信 

 ケーブル受信 

ワンセグテレビ 

ラジオ 

カー・ナビゲーション・システム 

カーラジオ 

カーテレビ 

インターネットに接続できる家庭用テレビゲーム機 

その他 

（複数回答） 

２．ICT利用特性 

Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 

ICT機器の保有状況 インターネットサービスの利用状況 

 ICT機器の保有状況では、携帯電話、テレビ（地上波受信） 、パソコン、固定電話の保有率が特に高い。 
 インターネットサービスの利用状況では、インターネットと電子メールの利用率は高い。動画共有サイト、Twitter、SNS、イ

ンターネット放送サイト、位置情報サービスの利用率は相対的に低く、限定的であるが、一定の利用者が日常的に利用し
ていることがわかる。 

日常的に利用
の多いツール 

73.5% 

67.4% 

16.8% 

5.8% 

8.2% 

3.4% 

6.7% 

17.7% 

18.0% 

30.2% 

7.0% 

5.2% 

10.7% 

10.7% 

5.5% 

22.3% 

15.9% 

11.3% 

17.1% 

14.0% 

3.7% 

4.9% 

18.0% 

57.0% 

43.3% 

47.0% 

42.4% 

0.6% 

4.3% 

0.0% 

21.0% 

11.0% 

15.5% 

3.7% 

8.5% 

14.3% 

11.0% 

11.0% 

10.7% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

インターネット 

電子メール 

動画共有サイト 

Twitter

SNS

インターネット放送サ

イト 

位置情報サービス 

よく利用する たまに利用する ほとんど利用しない 

全く利用しない 知らない 無回答 

（N=328） 

インターネット 
放送サイト 

利用者は
限定的 

(N=328) 
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３．地域防災特性 

Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 

避難場所を決めていな
かった人が半数程度 

事前に周囲の人と避難場所の
情報を共有し確定していた人
は37％程度 

避難場所の事前確定状況 津波ハザードマップ上の浸水予想 

約2割の回答者が、ハザード
マップ上で自宅や会社に浸水
予想が出されていたか知らな
いと回答 

避難場所を周囲の人と共有し事前に確定していた回答者は36.9％（=19.5%+4.0%+13.4%）であり、避難場所を決めていな
かった人は半数程度存在する。 

津波ハザードマップ上の浸水予想に関しては、回答者の20.4％は津波ハザードマップ上で自宅や会社がどのような状況に
なると評価されているか認識していなかった。 

21.0% 

50.6% 

20.4% 

1.8% 

浸水予想地域 

浸水予想地域外 

わからない 

その他 

N=328 
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４．防災無線と防災メール 

Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 

防災無線戸別受信機の設置状況 自治体提供の防災メールの登録状況 

石巻市牡鹿地区、宮古市
田老地区、南相馬市小高
区・鹿島区では全戸に設
置されていた 

登録者は全体の
3割程度 

防災無線の戸別受信機が設置されていた回答者は22.5％（=19.8％＋2.7％）であった。しかし、戸別受信機が設置されて
いた回答者のうち2.7％は聞こえない状態であったと報告している。 

自治体が提供する防災メールの登録者は32.9％であり、認知していたが登録をしていなかった回答者は19.8％存在する。 



0%

20%

40%

60%

80%

震災発生時 

震災直後 

4月末まで 

N=328 
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５．震災時に利用したメディアの評価 

Copyright (C) Mitsubishi Research Institute, Inc. 

震災発生時は即時性の高いラジオが評価され、震災直後には安否確認等を行うため双方向性を有する携帯電話・メールと、
映像を伴う地上テレビが評価されている。その後は、地域性の高い情報を収集可能なインターネットの評価が高まっている。 

震災時利用メディアの評価 

震災発生時には、AMラジオの
評価が最も高く（60.1％）、次い
でFMラジオが続いている。 

• 震災当初はラジオが唯一の情報入手手
段であった。しかし、地域の被災状況など
が分からず、津波被害がいかに大きかっ
たのを知るのも遅れた。誰が何をしている
のか分からず非常に不安になった。 

震災直後には、携帯電話、携帯メール、地上波放送の有用性に
対する評価が向上し、4月末には、携帯電話、携帯メール、地上
波放送の有用性がラジオを上回った。 

震災発生時から4月末に至る中で、行政機関・
報道機関のホームページや検索サイト等に対
する評価が向上している。 

電話・メール 放送 インターネット その他 


